
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

重点課題１　政策･方針決定過程への男女平等・共同参画の推進

施策の方向 No 指標名 指標の説明
基準数値
(H28.3)

目標数値
（R3）

H29年度 H30年度 R元年度 R2数値
R3数値
最終年度

達成状
況

評価・対応 担当課

1
審議会等の女
性委員比率

市の審議会・委
員会の女性委員
の比率

29.0% 33.0% 29.3% 30.0% 29.5% 28.6% 30.0% ↑

2
女性委員がい
ない審議会等
の数

女性委員がいな
い市の審議会・
委員会の数

２委員会 ０委員会 ２委員会 ３委員会 ３委員会 ３委員会 ３委員会 ↓

【参考指標】

― 31.9% ― 31.2% 32.5% 31.7% 30.2% 31.2% ―

男女平
等・共
同参画
課

― 20.0% ― 20.8% 23.1% 22.5% 25.0% 21.6% ―

男女平
等・共
同参画
課

― 34.8% ― 34.8% 20.0% 20.0% 21.9% 18.2% ―

男女平
等・共
同参画
課

― 40.0% ― 40.0% 40.0% 40.0% 40.0% 40.0% ―

　今後も委員を推薦するに際には、女性の参画に
配慮し推薦するよう努める。 市民生

活課

― 46.2% ― 42.9% 42.9% 42.9% 42.9% 42.9% ―

　今後も委員を推薦するに際には、女性の参画に
配慮し推薦するよう努める。 市民生

活課

― 47.2% ― 49.5% 46.4% 45.6% 42.1% 40.5% ― 人事課

― 38.1% ― 43.1% 36.5% 33.3% 30.1% 31.4% ― 人事課

― 15.4% ― 17.9% 17.9% 20.5% 24.3% 18.9% ―
学校教
育課

― 32.6% ― 27.9% 31.8% 34.9% 38.1% 50.0% ―
学校教
育課

― 0.0% ― 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% ―
共創ま
ちづく
り課

― 1.0% ― 0.8% 1.1% 0.7% 1.6% 1.6% ―
共創ま
ちづく
り課

― 0.0% ― 0.0% 0.0% 2.5% 2.5% 5.4% ―

　ＰＴＡ会長は各ＰＴＡの選出によるものであり
増加傾向にある。

生涯学
習・ス
ポーツ
課

― 2.7% ― 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% ―

　館長は地元の推薦によるが、計画期間中には女
性の公民館長は推薦されなかった。

生涯学
習・ス
ポーツ
課

連合自治会長の女性比率

人権擁護委員（法務省）の女性
比率

小・中・特別支援学校の女性校
長比率

各審議会、行政委員会の担当課へ女性委員登用を
促すとともに、目標に達しない審議会等に関し
て、具体的な改善がなされるよう協議を行う。

係長以上の職員の女性比率については、当該職員
の定年退職等に伴い、率、人数ともに減少した。
　引き続き適性を見極めながら女性職員の登用を
進めていく。

　自治会長の女性比率は増加傾向にある。
　地域活動の参画者拡大及び効率化についての話
し合いが設けられた地域もある。性別等にとらわ
れず誰もが参画しやすい地域活動の展開に向け
て、先行地域での実績をもとに、その他の地区で
開催していく。

目標とする指標の推進状況　　【高岡市男女平等推進プラン(第２次)】

市立小・中・特別支援学校ＰＴ
Ａ会長の女性比率

官公庁職員を除いた場合の審議
会等の女性委員比率

官公庁等職員や選挙による選出
者を除いた場合の行政委員会の
女性委員比率

基本目標Ⅰ　あらゆる分野において、男女が平等に参画できる環境づくり

係長以上の職員の女性比率

○進捗状況凡例（…以降の数字は成果指標のうち、各々の項目数）
   達成：令和３年度において目標数値をクリアしているもの　 ・・・　５項目　　　↑　：令和３年度数値が平成28年度基準数値を上回るもの   ・・・　５項目
   ↓　：令和３年度数値が平成28年度基準数値を下回るもの　 ・・・　５項目 　 　→　：令和３年度数値と平成28年度基準数値が同じもの　　 ・・・　１項目

男女平
等・共
同参画
課

行政委員会の女性委員比率

　審議会等の担当課に委員の改選時期を捉えて女
性登用を働きかけているが、女性委員比率は28～
30％で横ばいの状況にある。
　要因として、各関係団体からの推薦により委員
を選任している委員会の中で、推薦される代表者
や役職員に男性が多いことなどが考えられる。
　今後も、積極的な女性委員の推薦について関係
団体等への働きかけを担当課に依頼するととも
に、女性の人材情報提供に努めていく。

※市の審議会等の数　76 委員会
　うち女性委員がいない市の審議会等　３委員会
　　・高岡市地域公共交通活性化推進協議会
　　・高岡市歴史まちづくり協議会
　　・高岡市公共工事総合評価委員会

行政相談委員（総務省）の女性
比率

(2)あらゆる分
野での方針決
定過程への共
同参画の促進

管理職（課長級）以上の職員の
女性比率

(1) 市の施
策・方針決定
過程への共同
参画の促進

小・中・特別支援学校の女性教
頭比率

(1) 市の施
策・方針決定
過程への共同
参画の促進

自治会長の女性比率

　管理職の登用については、任命権者は県教委で
ある。市教委として性別によることなく見識と指
導力、統率力を有する人の登用を図るよう県教委
に働きかけていく。

市立公民館長の女性比率

資料１
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重点課題４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

施策の方向 No 指標名 指標の説明
基準数値
(H28.3)

目標数値
（R3）

H29年度 H30年度 R元年度 R2数値 R3数値
達成状
況

評価・対応 担当課

3

ワーク・ライ
フ・バランス
推進事業所認
定数

市内事業所で、
ワ ー ク ・ ラ イ
フ・バランスを
推進する事業所
を認定した数

23事業所
（新規）
30事業所

６事業所 20事業所 22事業所 35事業所 38事業所 達成

　新規に認定した事業所数の累計は、一般事業主
行動計画を作成している事業所などに働きかけた
ことなどの取組みにより令和２年度に目標を達成
している。
　引き続き一般事業主行動計画を作成、公表して
いる事業所等へ働きかけ、新規推進事業所の増加
を図るとともに、推進事業所とも連携しながら周
知啓発に努め、ワーク・ライフ・バランスの推進
に向け取り組みを進める。

男女平
等・共
同参画
課

4
市男性職員の
育児休業等取
得率

市の男性職員の
育児休業等取得
者の割合

8% 20％以上 32.1% 18.5% 22.2% 31.6% 46.2% 達成

　育児休業等の制度周知や取得の呼びかけなどの
取り組みにより取得者数の底上げを図ったこと
で、目標数値を達成した。
　今後も支援等について情報提供を行うととも
に、育児休業取得に対する職場の理解や協力を促
し、男性職員が育児休業等を取得しやすい雰囲気
が醸成されるよう取り組みを進める。

※育児休業等とは、育児休業及び育児参加休暇
（男性職員に限る。）をいう。

人事課

5

市の職員1人
当たりの年次
有給休暇取得
日数

市の職員の年次
有給休暇平均取
得日数

7.4日 10日以上 7.9日 8.5日 9.6日 10.5日 10.6日 達成

 令和元年度から年次有給休暇取得推進月間（６
月、10月、２月）に取り組んでいる。
令和２年度に、目標値である取得日数10日以上を
達成することができた。
　目標数値達成に向け、各職場で休暇目標を定め
共有することで計画的かつ着実な休暇取得に対す
る職場の協力的な雰囲気づくりを図っていく。
　また、職員が安心して年次休暇の取得ができる
よう管理監督者が中心となり職場内における応援
体制の確立を図る。

人事課

6
病児・病後児
対応型実施施
設数

病児・病後児対
応型実施施設数

３施設 ４施設 ３施設 ３施設 ５施設 ５施設 ５施設 達成

　病児保育施設は、令和３年度も５施設を維持。
目標数値を達成している状況。
　今後も、働く保護者のニーズに対応した保育
サービスの充実に取り組んでいく。

子ど
も・子
育て課

7
子育て支援セ
ンターの利用
者数

子育て支援セン
ターの利用者数

22,461人
（H25）

29,000組 21,018組 24,986組 19,839組 8,751組 10,382組 ↓

　令和元年度から、新型コロナウイルス感染防止
として休館や再開後の電話予約制と人数制限を継
続していることなどから、利用者数はコロナ禍前
と比較すると減少した。
　今後も人数制限等の感染対策を取りながら、子
育て世代のニーズに応じた子育て教室、講座等の
開催や、ねねットたかおか等を活用した情報発信
に努め、子育て支援センターについて周知を図っ
ていく。

子ど
も・子
育て課

8

平日の19時ま
での開所が可
能な放課後児
童育成クラブ
の数

平日の19時まで
の開所が可能な
放課後児童育成
クラブの数

２クラブ 10クラブ ２クラブ ２クラブ ３クラブ ２クラブ ４クラブ ↑

　放課後児童支援員が不足しているという問題が
あるので、市ホームページ、広報紙、大学・専門
学校での募集、地域での人材確保のための協力依
頼やシルバー人材センターを活用する取り組みを
進めている。
　今後も利用者のニーズに合わせた受け入れ体制
を整えていく。

子ど
も・子
育て課

9
土曜学習の実
施校区数

土曜学習の実施
校区数

８校区 18校区 14校区 15校区 16校区 17校区 14校区 ↑

　平成29年度から令和元年度までは１年に１校区
ずつ実施校区が増加していた。令和２年度以降は
新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、土曜学習
の実施を見送る校区が目立った。引き続き、新型
コロナウイルス感染症対策を徹底したうえで、土
曜学習を実施する。

生涯学
習・ス
ポーツ
課

再
掲

市男性職員の
育児休業等取
得率（再掲）

市の男性職員の
育児休業等取得
者の割合

8% 20％以上 32.1% 18.5% 22.2% 31.6% 46.2% 達成

　育児休業等の制度周知や取得の呼びかけなどの
取り組みにより取得者数の底上げを図ったこと
で、目標数値を達成した。
　今後も経済的な支援等について情報提供を行う
とともに、育児休業取得に対する職場の理解や協
力を促し、男性職員が育児休業等を取得しやすい
雰囲気が醸成されるよう取り組みを進める。

※育児休業等とは、育児休業及び育児参加休暇
（男性職員に限る。）をいう。

人事課

再
掲

市の職員1人
当たりの年次
有給休暇取得
日数（再掲）

市の職員の年次
有給休暇平均取
得日数

7.4日 10日以上
7.9日

（H30.3)
8.5日

（H31.3)
9.6日 10.5日 10.6日 達成

　令和元年度から年次有給休暇取得推進月間（６
月、10月、２月）に取り組んでおり、令和３年度
も目標値である取得日数10日以上を達成すること
ができた。
　引き続き、年次有給休暇取得推進月間などの取
り組みを通じて、休暇取得に対する職員の意識付
けや職場内の応援体制の確立を促すことで、職員
が安心して休暇を取得できる職場環境づくりを進
め、年次有給休暇取得の定着化を図る。

人事課

【参考指標】
(1) ワーク・
ライフ・バラ
ンスの普及・
啓発

― 79人 ― 103人 74人 69人 85人 83人 ―

　年間超過勤務時間が360時間以上の市職員数は概
ね横ばいである。引き続き取り組みを継続しつ
つ、更なる意識改善、取り組みの定着を図る。 人事課

― ５校 ― ５校 ５校 ５校 ５校 ５校 ―
　市と県教育委員会が連携し、教育相談体制の充
実を図っている。

学校教
育課

― 22校 ― 27校 38校 38校 36校 36校 ―
　市と県教育委員会が連携し、教育相談体制の充
実を図っている。

学校教
育課

― ４校 ― ４校 38校 38校 36校 36校 ―
　市と県教育委員会が連携し、教育相談体制の充
実を図っている。

学校教
育課

― ３校 ― ３校 １校 １校 36校 36校 ―
　市と県教育委員会が連携し、教育相談体制の充
実を図っている。

学校教
育課

― ６人 ― ４人 ４人 ４人 ４人 ５人 ―
　市と県教育委員会が連携し、教育相談体制の充
実を図っている。

学校教
育課

― 79人 ― 103人 74人 69人 85人 83人 ―

　年間超過勤務時間が360時間以上の市職員数は概
ね横ばいである。引き続き取り組みを継続しつ
つ、更なる意識改善、取り組みの定着を図る。 人事課

基本目標Ⅱ　仕事と生活の調和が保たれ、男女がともに活躍できる環境づくり

スクールソーシャルワーカー配
置校

(1) ワーク・
ライフ・バラ
ンスの普及・
啓発

(2)子育て・介
護支援の整
備・充実

年間超過勤務時間が360時間以
上の市職員数

心の教室相談員の人数

子どもと親の相談員配置校

(2)子育て・介
護支援の整
備・充実

スクールカウンセラー配置校

カウンセリング指導員配置校

年間超過勤務時間が360時間以
上の市職員数（再掲）
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重点課題５  働く場における女性の活躍支援

施策の方向 No 指標名 指標の説明
基準数値
(H28.3)

目標数値
（R3）

H29年度 H30年度 R元年度 R2数値 R3数値
達成状
況

評価・対応 担当課

（3）雇用の場
における男女
平等の視点の
促進

10

関係機関との
連携による男
女の雇用機会
の均等などに
関 す る セ ミ
ナー等の開催

関係機関との連
携による男女の
雇用機会の均等
などに関するセ
ミナー等の開催

６回
（新規）
10回

１回 ２回 ３回 ５回 ６回 →

　働く女性等に向けて、キャリアデザイン、メン
タルヘルス等のテーマに合わせ講師を招きセミ
ナーを開催してきた。令和２年度は２回開催する
など取り組んできたが目標の達成には至らなかっ
た。令和３年度はコロナの感染防止としてオンラ
インで開催しており、今後もセミナー等の開催に
より女性活躍支援に努める。
※数値は計画期間(H29～R3)累計

商業雇
用課・
男女平
等・共
同参画
課

【参考指標】

― ７人 ― ７人 ７人 ７人 ７人 ７人 ― 人事課

― 25人 ― 29人 30人 32人 32人 32人 ― 人事課

― 12人 ― 13人 15人 15人 15人 16人 ― 人事課

重点課題６  家庭・地域活動における男女の相互協力の推進

施策の方向 No 指標名 指標の説明
基準数値
(H28.3)

目標数値
（R3）

H29年度 H30年度 R元年度 R2数値 R3数値
達成状
況

評価・対応 担当課

(1) 男性の家
事・育児・介
護等への参加
促進

11
粋 メ ン プ ロ
ジェクトの実
施事業数

粋メンプロジェ
クトの実施事業
数

９事業
（新規）
10事業

２事業 ４事業 ６事業 ６事業 ７事業 ↓

　男性を対象とした家庭での家事・育児・介護等
への参画を促すための講座・イベントを開催して
いる。令和２年度はコロナの感染拡大防止対策に
より開催できなかったことなどから、令和３年度
の新規事業累計は７事業となった。
　今後も事業を継続し、男性の家事・育児・介護
等への参加促進に繋がるよう、講座の内容を見直
し事業の充実に努める。

男女平
等・共
同参画
課

【参考指標】

― 98.8% ― 97.8% 97.5% 100.0% 100.0% ― ―

　「パパとママの育児講座」において、夫婦で子
育てをする大切さの講義、妊婦模擬体験、沐浴体
験等を実施し、男性の積極的な育児参加をすすめ
ていた。新型コロナウイルス感染症拡大予防対策
のため令和３年度は講座を中止としたが、2か月児
の全保護者に郵送する乳幼児健診問診票の冊子に
父親の育児参加を呼びかける内容を掲載したり、
ホームページ等で夫婦で乳児の沐浴を学ぶための
動画の配信を行い、啓発に努めている。

健康増
進課

― 94.4% ― 94.0% 93.6% 94.3% 95.6% 96.0% ―

　1歳半健診時にアンケート調査を実施し、男性の
家事・育児の参加状況を把握し、参加促進の啓発
に努めている。

健康増
進課

重点課題10　　男女の生涯を通じた健康支援

施策の方向 No 指標名 指標の説明
基準数値
(H28.3)

目標数値
（R3）

H29年度 H30年度 R元年度 R2数値 R3数値
達成状
況

評価・対応 担当課

12
子宮がん検診
の受診率

子宮がん検診の
受診率

25.0% 50.0% 27.6% 27.3% 28.6% 27.6% 27.9% ↑

13
乳がん検診の
受診率

乳がん検診の受
診率

25.5% 50.0% 27.1% 27.5% 29.2% 28.1% 29.5% ↑

【参考指標】

― 98.8% ― 97.8% 97.5% 100.0% 100.0% ― ―

　「パパとママの育児講座」において、夫婦で子
育てをする大切さの講義、妊婦模擬体験、沐浴体
験等を実施し、男性の積極的な育児参加をすすめ
ていた。新型コロナウイルス感染症拡大予防対策
のため令和３年度は講座を中止としたが、2か月児
の全保護者に郵送する乳幼児健診問診票の冊子に
父親の育児参加を呼びかける内容を掲載したり、
ホームページ等で夫婦で乳児の沐浴を学ぶための
動画の配信を行い、啓発に努めている。

健康増
進課

― 101人 ― 98人 63人 62人 85人 95人 ―
子ど
も・子
育て課

― 496件 ― 343件 343件 368件 361件 332件 ―
子ど
も・子
育て課

重点課題11　プランの総合的推進

施策の方向 No 指標名 指標の説明
基準数値
(H28.3)

目標数値
（R3）

H29年度 H30年度 R元年度 R2数値 R3数値
達成状
況

評価・対応 担当課

14
男女平等ＥＸ
ＰＯ高岡参加
者数

毎年開催する男
女平等ＥＸＰＯ
高岡の参加者数

154人 200人 85人 65人 234人 60人 43人 ↓

　男女平等ＥＸＰＯ高岡の参加者数は、令和元年
度には目標に達していたが、コロナの影響もあり
参加者数が減少した。令和３年度の講演会は会場
とオンラインを併用し、コロナ禍においても参加
しやすい方法で開催した。引き続き、市民ニーズ
や時勢に応じた内容の講座等の開催に努めるとと
もに、開催方法などを工夫し普及啓発を図り、参
加者の増加に努める。

男女平
等・共
同参画
課

15
男女平等推進
センターの利
用者数

男女平等推進セ
ンターの年間利
用者数

11,228人
延べ

12,000人
延べ

10,517人
延べ

7,996人
延べ

9,646人
延べ

4,397人
延べ

4,921人
↓

　男女平等推進センターの利用者数は、令和元年
度には増加の傾向が見られたが、新型コロナウイ
ルス感染症対策として利用者数を制限したことな
どが影響し、令和２年度より減少した。
　今後も関係機関、センター活動登録団体等の協
力を得ながら事業を実施し、利用者およびセン
ター活動登録団体の増加に努める。また、講座や
イベント等について、センター情報誌、市広報
紙、ホームページやＳＮＳで周知を行い、セン
ターの利用者数の増加を図る。

男女平
等・共
同参画
課

16

男女平等推進
センターにお
ける男性参加
率

男女平等推進セ
ンターにおける
年間の男性参加
率

25.5% 30.0% 25.8% 29.0% 28.1% 36.0% 31.0% 達成

　引き続き講座やイベントについて、センター情
報誌、市広報紙、ホームページ等で周知を行うほ
か、公共施設だけでなく広く民間施設等にもチラ
シの配布や掲示を依頼するなど、男女を問わず幅
広い市民の参加に取り組む中に、男性の参加率を
高めていく。

男女平
等・共
同参画
課

【参考指標】
(1) 男女平
等・共同参画
の理解・促進 ― 40団体 ― 38団体 38団体 38団体 36団体 37団体 ―

　登録団体数は横ばいで推移している。今後は、
センター活動登録団体について広報紙、ＨＰ等で
周知するとともに、活動しやすい環境を整備する
ことで登録団体の増加に努める。

男女平
等・共
同参画
課

　引き続き性別にとらわれない適切な職員採用に
努める。

　特定不妊治療については、県の助成上限額が15
万円から30万円に変更になっても、市の助成制度
を継続して実施し、特定不妊治療者の負担の軽減
に努めた。

市看護職における男性職員人数

基本目標Ⅲ　個人が尊重され、能力が発揮できる環境づくり

市土木・建築等技術職における
女性職員人数

(1) 男性の家
事・育児・介
護等への参加
促進

(1) 雇用の場
における男女
平等の視点の
推進

センター活動登録団体数

不妊治療費助成交付件数

妊産婦医療費助成受給者数

パパとママの育児講座への夫婦
での参加率（再掲）

基本目標Ⅳ　計画の総合的な推進

(1) 健康管
理・保持増進
のための支援

(1)男女平等・
共同参画の理
解・促進

(2) 妊娠・出
産等に関する
健康支援

健康増
進課

　受診率向上のため、がん検診受診券の個別通知
及び子宮がん・乳がん検診に節目年齢・重点年齢
を設定し、費用の負担軽減などに取り組んでい
る。
　令和元年度からは、集団検診時の託児のサービ
スを行っている。
　また、保育園や学校祭など若い世代が集まる機
会を捉え、関係団体と協働で受診の声かけや乳が
んセルフチェックの普及啓発に努めており、今後
も取り組みを継続していく。

・がん検診未受診者への受診勧奨
・小学校6年生へ親世代(家族)へ向けたメッセージ
の記載欄を設けたリーフレットの配布

市保育職における男性職員数

パパとママの育児講座への夫婦
での参加率

夫は家事や育児に協力してくれ
ていると思う妻の割合
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